
　

本
市
の
財
政
状
況
を
よ
り
詳
し
く

知
っ
て
も
ら
う
た
め
、
新
地
方
公
会
計

制
度
（
総
務
省
方
式
改
訂
モ
デ
ル
）
に

基
づ
く
財
務
書
類
（
普
通
会
計
財
務
書

類
４
表
、連
結
ベ
ー
ス
財
務
書
類
４
表
）

を
作
成
し
ま
し
た
の
で
、
そ
の
概
要
に

つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

現
在
の
予
算
・
決
算
を
示
す
会
計
制

度
は
、
そ
の
年
に
ど
の
よ
う
な
収
入
が

あ
り
、
そ
れ
を
ど
の
よ
う
に
使
っ
た
か

と
い
っ
た
現
金
の
動
き
が
分
か
り
や
す

い
反
面
、
こ
れ
ま
で
に
整
備
し
て
き
た

資
産
や
借
入
金
な
ど
の
負
債
と
い
っ
た

ス
ト
ッ
ク
情
報
や
行
政
サ
ー
ビ
ス
提
供

の
た
め
に
発
生
し
た
コ
ス
ト
情
報
を
十

分
に
表
示
で
き
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

そ
こ
で
企
業
会
計
的
な
手
法
を
取
り

入
れ
、
従
来
の
不
足
情
報
を
補
う
形
に

し
た
も
の
が
新
地
方
公
会
計
制
度
の
財

務
書
類
４
表
で
す
。

　

今
後
も
こ
の
財
務
書
類
を
継
続
的
に

作
成
・
分
析
を
行
い
、
こ
の
財
務
情
報

を
活
用
し
効
率
的
な
行
財
政
運
営
に
取

り
組
ん
で
い
き
ま
す
。
詳
し
い
内
容
は

市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

■
問
い
合
わ
せ
先
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HP http://w
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w.city.setouchi.lg.jp/

     data/zaisei.htm
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財務書類４表の連結対象範囲
　連結財務書類とは、普通会計のほか公営事業会計や、市と連携・協力して行政サービスを実施している関係団体や法人を一つの行政サー
ビス実施主体とみなして、市全体としての財務状況を明らかにするものです。また、連結対象間で行われている資金の出資と受入などの
取引は内部取引として相殺消去を行います。

　連結の資産合計は927億円（市民1人当たり237万円）で、このうち道路や学校、下水、ごみ処理など行政サービスを提供するために
必要な有形固定資産が809億円と資産全体の87.3％を占めています。
　このほか特定目的基金などの基金等45億円や財政調整基金などの資金43億円をはじめ、遊休地の売却可能資産や市税などの未収金等
を計上しています。一方、将来世代が負担する部分の負債合計は353億円（市民1人当たり90万円）で、地方債などの償還金311億円
をはじめ、将来に発生する職員の退職金などを計上しています。
　現在までの世代が負担した部分の純資産合計は574億円（市民1人当たり147万円）で資産と負債の差額となっています。資産に対す
る負債の比率は普通会計が35.2％であるのに対し、連結では38.1％と高くなっています。普通会計で行う社会資本整備よりも下水道事業
や水道事業の整備などの方が、将来世代が負担する割合が高いことが分かります。

資産の部 連結 普通会計
１ 公共資産 82,115 47,292
 (1) 有形固定資産 80,907 47,197
 (2) 無形固定資産 1,113
 (3) 売却可能資産 95 95
２ 投資等 5,761 5,326
 (1) 投資及び出資金 48 1,547
 (2) 貸付金 490 169
 (3) 基金等 4,501 3,073
 (4) 長期延滞債権等 722 537
３ 流動資産 4,836 2,612
 (1) 資金 4,326 2,502
 (2) 販売用不動産 45
 (3) 未収金等 465 110
４ 繰延勘定 2

資産合計 92,714 55,230

貸借対照表
　行政サービスを提供するために年度末に保有している財産（資産）と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかと
いう状況を表したものです。

負債の部 連結 普通会計
１ 固定負債 32,836 17,568
 (1) 地方公共団体地方債 28,412 14,644
 (2) 関係団体地方債等 588
 (3) 退職手当引当金等 3,834 2,924
 (4) その他 2
２ 流動負債 2,461 1,854
 (1) 翌年度償還予定地方債 2,144 1,696
 (2) 短期借入金 4
 (3) 賞与引当金 219 158
 (4) その他 94

負債合計 35,297 19,422

純資産の部 連結 普通会計
純資産合計 57,417 35,808

負債・純資産合計 92,714 55,230

行政コスト計算書
　１年間の公共施設の管理運営費や社会保障給付費といった経
常的な行政サービスに要した経費（コスト）と、その行政サー
ビスの直接の対価である受益者負担の使用料などの収入を表し
ています。

連結 普通会計
経常行政コスト a 26,196 12,673
１ 人にかかるコスト 4,308 3,064
 (1) 人件費 3,646 2,542
 (2) 退職手当引当金等繰入等 662 522
２ 物にかかるコスト 5,791 3,706
 (1) 物件費 2,869 1,859
 (2) 維持補修費 210 82
 (3) 減価償却費 2,712 1,765
３ 移転支出的なコスト 15,283 5,551
 (1) 社会保障給付 11,672 1,515
 (2) 補助金等 3,332 2,055
 (3) 他会計等への支出等 279 1,981
４ その他のコスト 814 352
 (1) 地方債償還利子 576 302
 (2) 回収不能見込計上額等 238 50
経常収益 b 9,794 496
純経常行政コスト a-b 16,402 12,177

　連結の経常行政コストは262億円（市民 1人あたり 67万
円）となっています。人にかかるコストは、退職手当負担金を
含む職員の人件費などで全体の16.4％、物にかかるコストは、
物件費、維持補修費に加え、有形固定資産の経年劣化などに伴
い価値が減少したと認められるコストを減価償却費として計上
し、全体の22.1％となっています。移転支出的なコストは生
活保護費や保険医療費などの社会保障給付、民間団体等への補
助金などで、全体の58.4％と最も大きくなっています。
　使用料や分担金・負担金などの受益者負担である経常収益
は98億円（市民1人あたり25万円）で、経常行政コストの
37.4％を占めています。普通会計より高くなっているのは、普
通会計以外の会計・法人では、行政サービスにかかるコストの
多くを受益者負担による収入で賄っているためです。

連結 普通会計
期首純資産残高 a 54,371 34,382
純経常行政コスト b △ 16,402 △ 12,177
財源調達 c 19,432 13,601
　地方税 4,497 4,497
　地方交付税 5,031 5,031
　補助金等受入 9,026 3,219
　その他行政コスト充当財源 878 854
資産評価替・無償受入等 d 16 2
期末純資産残高 a+b+c+d 57,417 35,808

目的
( 金額：構成比 )

生活インフラ・
国土保全 教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防・総務等

道路、住宅、
下水道など

学校、幼稚園、
公民館など

保育所、生活保護、
国民健康保険など

病院、水道、
ごみ処理など

農林水産業、
観光振興など

消防、庁舎、
議会など

有形固定資産 35,096 43.4% 12,913 15.9% 2,176 2.7% 10,394 12.8% 13,347 16.5% 6,981 8.7%
経常行政コスト 1,199 4.6% 1,527 5.8% 14,650 55.9% 3,248 12.4% 2,007 7.7% 3,565 13.6%

連結 普通会計
１ 経常的収支 4,652 4,166（3,865）
２ 公共資産整備収支 △ 1,296 △ 1,058（△ 1,058）
３ 投資・財務的収支 △ 2,749 △ 3,104（△ 2,286）
翌年度繰上充用金増減額 △ 19
当年度資金増減額 a 588 4（521）
期首資金残高 b 3,738 463（1,981）
期末資金残高 a+b 4,326 467（2,502）

純資産変動計算書
　貸借対照表の純資産が１年間にどのように増減したかを表し
たものです。

　連結の行政コスト計算書での純経常行政コスト164億円は
純資産の減少要因ですが、これを市税や地方交付税、補助金な
ど194億円で財源調達できたため純資産が30億円増加してい
ます。普通会計でも純資産が14億円増加しています。

資金収支計算書
　1年間の現金の収支状況を、経常的な収支、公共資産の整備
などに係る収支、市債の返済などに係る投資・財務的な収支に
区分して表したものです。

　連結の公共資産整備収支の不足額13億円、投資・財務的収
支の不足額28億円は経常的収支の余剰額47億円で補てんす
るため資金が6億円増加します。期末資金残高は43億円で普
通会計の財政調整基金と減債基金を含めた残高は25億円です。

目的別有形固定資産・経常行政コスト（連結）

年度 連結 普通会計 普通会計の平均的な値は、3.0 ～ 7.0 の間になるといわれています。当年度の行政サービスなどの活動を行う会計・法
人などが多いため、連結の方が短くなっています。
前年度と比較すると、普通会計および連結ともに減少しています。

H20 2.56 年 3.85 年
H21 2.52 年 3.41 年

年度 連結 普通会計 普通会計の平均的な値は、2～ 8％の間になるといわれています。会計・法人などは経常行政コストを受益者負担によ
る収入で賄っているため、連結の方が高くなっています。
前年度と比較すると、普通会計および連結ともに減少しています。

H20 37.8% 4.1%
H21 37.4% 3.9%

年度 連結 普通会計
普通会計の平均的な値は、過去および現世代負担比率で 50 ～ 90％の間、将来世代負担
比率で 15 ～ 40％の間といわれています。下水道事業や水道事業の整備などにより、連
結の方が将来世代負担比率が高くなっています。
前年度と比較すると、将来世代負担比率は普通会計および連結ともに減少しています。

過去および現世代負担比率
H20 68.8% 72.7%
H21 69.9% 75.7%

将来世代負担比率
H20 38.3% 36.2%
H21 37.9% 34.6%

①社会資本形成の世代間負担比率（公共資産整備の財源に対する世代間の負担バランスを表した指標）
財務諸表を活用した分析

②歳入額対資産比率（形成されたストックである資産が何年分の歳入に相当するかを表した指標）

③受益者負担比率（資産形成ではない行政サービスのコストが受益者負担でどれだけ賄われているかを表した指標）

年度 連結 普通会計 普通会計の平均的な値は、3～ 9年の間になるといわれています。下水道事業などで地方債残高に見合った経常的な資
金の確保が十分できていないため、連結の方が長くなっています。
前年度と比較すると、普通会計および連結ともに減少しています。

H20 9.0 年 6.8 年
H21 8.5 年 5.3 年

④地方債の償還可能年数（地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できるかを表した指標）

※括弧内は資金の範囲に財政調整基金等を含めて読み替えたものです。

連結の範囲

市全体

一般会計
住宅新築資金等貸付事業特別会計
公共用地先行取得事業特別会計

国民健康保険特別会計
国民健康保険診療施設裳掛診療所特別会計
国民健康保険診療施設美和診療所特別会計
介護保険特別会計

老人保健特別会計
後期高齢者医療特別会計
農業集落排水事業特別会計
漁業集落排水事業特別会計
下水道事業特別会計
土地開発事業特別会計
病院事業会計
水道事業会計

普通会計

岡山県市町村総合事務組合
岡山県市町村税整理組合
岡山県後期高齢者医療広域連合
旭東用排水組合
神崎衛生施設組合
岡山県広域水道企業団
( 社 ) 牛窓町緑の村公社
( 財 ) 寒風陶芸の里
( 財 ) 瀬戸内市振興公社
( 有 ) 曙の里おく
( 財 ) 牛窓町水産協会

単位：百万円

単位：百万円

単位：百万円

単位：百万円

単位：百万円 単位：百万円

平成21年度瀬戸内市の財務書類
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